
教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（概要）

１．幼保連携型認定こども園と保育教諭

○ 認定こども園法の改正により、平成27年4月に「学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単
一の施設」 としての新たな「幼保連携型認定こども園」が創設された。

○ 幼保連携型認定こども園は、教育と保育を一体的に提供する施設であるため、その職員である「保育教
諭」については、認定こども園法において「幼稚園教諭免許状」と「保育士資格」の両方の免許・資格を
有していることを原則としている。

○ 一方、幼保連携型認定こども園への円滑な移行を進めるため、改正認定こども園法では、 施行後10年
間は、幼稚園教諭免許状又は保育士資格のいずれかを有していれば、 「保育教諭」となることができると
する経過措置を設けている。

２．免許・資格の併有促進（現行）

○ 免許・資格の併有を促進するため、令和６年度末までの経過措置として、保育所、幼稚園、認定こども
園等における勤務経験を評価することにより、もう一方の免許・資格取得に必要な単位数等を軽減する
特例を設けている。

３．免許・資格の併有の更なる促進（令和5年4月～）
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【幼稚園教諭免許状授与の所要資格の更なる特例】

○ 令和元年12月の子ども・子育て会議取りまとめにおいて、「令和６年度末までの保育教諭の資格特例
に係る経過措置期間中に更なる免許状・資格の併有を促進するため、保育者の質の確保に留意しつつ、
認定こども園で保育教諭としての勤務経験を有する場合、上記特例の適用に当たって考慮できる点はな
いか等、・・・特例の在り方について、引き続き更なる検討を進めるべき」とされた。

〇 令和５年度より、更なる併有促進策として、免許法施行規則の改正により、現行特例の勤務経験に係
る要件に加えて、平成27年4月の子ども・子育て支援新制度施行後の幼保連携型認定こども園におけ
る保育教諭としての勤務経験を２年かつ2,880時間以上有する職員については、取得すべき８単位の
うち更に２単位を修得したものとみなす特例を設けることとする。

ty-yamada
テキストボックス
別紙２




